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はじめに 

 

 

 都市計画道路は、都市で行われる様々な活動や生活を支える重要な

都市施設として、都市計画決定された道路であり、各都市の将来像の

実現に向けて都市の骨格を形成し、円滑な都市交通と良好な都市環境

を支える役割を担っている。また、都市計画決定することによって、

規模や配置を広く住民に示すとともに建築制限等を行い、土地利用や

他の都市施設との総合的・一体的な整備を長期的な展望の下で計画的

に推進することを可能としている。 

 三重県においては、昭和６年の津市での都市計画決定に始まり、戦

後から高度経済成長期にかけて多くの都市計画道路が計画決定され、

今日の骨格的な都市計画道路網が形成されている。しかし、計画決定

後から長期間にわたり整備が行われていない路線も数多く存在し、計

画決定時と比べ人口や交通量などの見通しやまちづくりの方針が変わ

り、現時点では必要性が低下している路線もあると考えられる。この

ような路線の計画を残すことは、誤った都市の将来像を提示すること

となり、土地の健全な利用に支障を及ぼすことから、適切に見直しを

行うことが必要となってきている。 

一方、人口減少・高齢社会を迎える中、都市計画法の改正や地方分

権の進展などによって都市計画制度を取り巻く環境は変化してきてお

り、これまで慎重な対応が取られてきた都市計画道路の見直しに対し

ても柔軟な対応が可能となってきている。 

このような中、最近の行政訴訟では、都市計画道路区域内での建築

許可申請を不許可とした処分に対し、都市計画道路の変更決定の根拠

となる将来交通量の推計に合理性を欠くとして不許可処分を取り消す

という判決がなされており、建築制限をかけ続ける以上、計画の合理

性を検証し続ける必要性が改めて認識されている。 

本ガイドラインは、このような背景のもとに、三重県都市計画審議

会の予備審議機関として学識者等６名で構成される「都市計画道路見

直しガイドライン検討小委員会」を設置し、市町の意見を踏まえつつ、

専門的見地から三重県の実情に応じた長期未整備の都市計画道路の見

直しのあり方を検討いただいた上でパブリックコメントを実施しとり

まとめたものである。 
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２－３ 見直しの必要性 

都市計画道路の現状や背景を踏まえ、道路がどのような観点から必要なのかを検証して、

各個別の道路の見直しの方向性について検討していく必要がある。 
 

三重県の都市計画道路の現状  

①未改良延長が５割を超える 

②具体的な整備計画のない未改良延長のうち、決定後３０年以上経過が７割以上 
③整備の進まない理由の主な傾向 

・機能を代替できる道路による必要性の低下 

・まちづくりの考え方や土地利用の変化に伴う必要性の低下 

・財政的制約 ・他事業とのスケジュール調整 

・道路構造の精査を要する ・合意形成面での調整を要する 

④長期未整備によりもたらされる苦情・要望の状況 

・決定後３０年以上経過した区間で苦情・要望が多く発生 
・土地の有効活用や売買に支障、必要性に疑問、住民ニーズとの乖離 

 

三重県の見直しの背景  

①人口減少と将来交通需要の変化 

②市街地拡大の収束と土地利用方針の変化 

③まちづくりの方針の変化 
・地域資源を活かしたまちづくり 

・安全・安心なまちづくり 

・コンパクトなまちづくり 

④投資余力の減少と公共事業の効率化の必要性 

⑤都市計画道路を取り巻く制度の改正 
・道路構造令改正 

・行政事件訴訟法改正 
・都市計画法改正 

 

「都市計画道路の現状」や「見直しの背景」からの主な課題  

○社会情勢の変化やまちの将来像の変化により都市計画道路の役割や必要性が変化し

ている可能性がある。 

○建築制限の長期化による土地の有効活用への支障や住民ニーズとの乖離が生じてい

る。 

 

 

 

 

 

以上のような課題を解決するために長期未整備の都市計画道路の見直しに取り

組む必要がある。 
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３－３ 定期的・継続的な見直しの時期 

 

 

社会情勢の変化に対応して都市計画道路の変更が予定されている一方で、都市

計画には一定の安定性、継続性も要請されることから、「定期的・継続的な見直

し」として、概ね１０年毎に都市計画道路の見直しを行うことを基本とする。 

ただし、市町合併など都市構造やまちづくりの方針が大きく変化するときは、

随時見直しを行うものとする。 

 

３－４ 見直しにおける役割分担 

  
 
 
 
 
 
 
 

○県の役割 

 県では、見直しガイドラインを作成するとともに、広域的な観点からの必要性

を検証し、事業の支障要因を市町に確認して存続を基本とする路線を明確にする。

 また、広域的な機能を有する路線以外の見直し対象路線・区間（廃止・変更等）

については、市町に対し的確な見直しが進められるよう助言・支援を行うととも

に、ガイドラインの運用面の検証を重ねながら、関係市町の見直し案作成を支援

する。 

 

○市町の役割 

 市町は、相互に連携し、県と協働しながら、本ガイドラインにそって地域的な

観点からの必要性を検証し、具体の見直し作業を主体的に進めるものとする。 

 

 

概ね10年毎に見直しを行うことを基本とする。 

都市計画道路は、決定権者が県・市町に分かれているものの、まちの将来像の実現に

向けては相互にネットワーク化した道路網全体として機能するものである。したがっ

て、本ガイドラインに基づき、県と市町の協働と連携により、都市計画道路の見直しを

推進していくこととする。 
○県の役割・・・ガイドラインの策定と広域的な観点での機能評価、市町間の広

域調整を行う。 

○市町の役割・・地域的な観点での機能評価を行い、見直しを主体的に実施する。
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４．見直しの進め方 

４－１ 見直し対象路線・区間の評価方法 

見直し対象路線・区間の評価は、下記項目の検討を実施し、「都市計画道路の見直し 

路線・区間評価カルテ」に評価結果をとりまとめるものとする。 

なお、見直し作業が円滑に進められるように、各関係者への情報提供や意見収集など

を十分に行ったうえで評価を実施していくものとする。 

 
（１）見直し対象路線・区間の抽出 

   見直し対象路線・区間を抽出し、必要性を検証する理由（事業推進上の問題

点・課題）ごとの区間分けを基本に路線・区間の概要をとりまとめる。 
 
（２）必要性の評価（広域） 

   広域的必要性の検証 

広域的な機能に着目した必要性の検証にあたり、見直し対象路線・区間を

とりまく都市圏レベルでの現状や将来動向（上位計画、関連計画、土地利用、

交通特性等）及び課題を把握するとともに、見直し対象路線・区間が下記の

「広域的な機能（必要性の検証項目）」を有するかどうかを検証する。 
また、「評価（広域）」として、必要性の検証項目のいずれか１つでも該当

する場合は、広域的な機能を有する路線・区間と評価する。 
 

【広域的な機能（必要性の検証項目）】 

 ○都市の骨格形成機能 
 ○ネットワーク・拠点性の機能 
 ○広域的な防災機能 

 
【評価（広域）】 

 ○「広域的な機能（必要性の検証項目）」を基に、必要性の検証項目のいず

れか１つでも該当する場合は「広域的な機能を有する路線・区間」とし、

代替性（広域）の検証を行う。 
 

 代替性（広域）の検証 

 広域的な機能を有する見直し対象路線・区間は、現道や並行道路の存在と

車線数に着目し、道路機能の代替性を検証する。 

機能を代替できる道路が無い場合には、「存続」が基本となる。ただし、市

町の協力のもと「（４）影響要因の確認」により事業の支障要因を確認する。 
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機能を代替できる道路が有る場合には、広域的な機能の面では「廃止」又

は機能を代替できる道路への「変更」が可能と考えられるため、次の地域的

な機能に着目した「（３）必要性の評価（地域）」を行う。 

    ※本ガイドラインにおける「機能を代替できる道路」とは、並行道路により機

能が代替できる場合に加え、現道でも機能を果たしうる場合や、現道や並行

道路が役割分担することで検証の対象となる都市計画道路に期待される役

割を果たしうる場合なども含む。 

 

 

（３）必要性の評価（地域） 

   地域的必要性の検証 

○まちづくりの方針確認 

地域的な機能に着目した必要性の検証にあたり、見直し対象路線・区間を

とりまく市町レベルでの現状や将来動向（上位計画、関連計画、土地利用、

交通特性等）及び課題を把握するとともに、将来のまちづくりの方針に変更

がなされているかどうかを確認する。 
見直し対象路線・区間の計画決定時におけるまちづくりの方針に変更があ

る場合は、変更後の方針を前提に地域的な機能を検証する。なお、都市計画

道路の見直しと併せ、沿道及び周辺の土地利用方針に整合するように必要に

応じて用途変更なども検討する。 

 

○必要性の検証 

 まちづくりの方針を踏まえ、見直し対象路線・区間が下記の「地域的な機能

（必要性の検証項目）」を有するかどうかを確認し、当該路線・区間の必要性

を検証する。 

また、「構成要素ごとの評価」として、見直し対象路線・区間が有する地域

的な機能を確保するために必要となる道路の構成要素（車道・停車帯・歩道）

を評価する。 

 地域的な機能が認められない（必要性がない）場合には、「廃止」が基本と

なる。ただし、「（４）影響要因の確認」により周辺の交通影響を確認する。 

 地域的な機能が認められる場合には、構成要素ごとに「代替性（地域）の検

証」を行う。 
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【地域的な機能（必要性の検証項目）】 

 ○通行機能や沿道利用機能などの交通機能 
 ○都市環境機能（通風、日照、緑、オープンスペース等）、都市防災機能（延

焼防止、消防活動、避難路等）、収容空間機能（上下水、電気・ガス等）

などの空間機能 
 ○都市構造・土地利用の誘導形成機能、街区形成機能などの市街地形成機能 
 
【構成要素ごとの評価】 

○地域的な機能（必要性の検証項目）のいずれか１つでも認められる場合は、

当該路線・区間に必要となる機能に対して必要となる道路の構成要素（車

道・停車帯・歩道）を明確にする。その上で、各構成要素ごとに次の「代

替性（地域）の検証」を行う。 
 
 

代替性（地域）の検証 

 地域的な機能を有する見直し対象路線・区間は、必要となる構成要素（車

道・停車帯・歩道）ごとに、その機能を代替できる現道や並行道路の存在や

構成断面（車線数、停車帯の有無、歩道の有無）に着目し、道路機能の代替

性を受容性の観点から検証する。 

機能を代替できる道路がある場合には、「廃止」又は機能を代替できる道路

への「変更」が基本となる。ただし、「（４）影響要因の確認」により周辺へ

の交通影響を確認する。 

車道及び停車帯の機能を代替できる道路が無い場合には、「存続」が基本と

なる。ただし、「（４）影響要因の確認」により事業の支障要因を確認する。 

   なお、必要性の検証において、歩道だけが必要となる場合や交通安全対策（一

部幅員拡幅、水路修繕）等による個別対応によって必要な機能を代替できる場

合は、検証の対象となる都市計画道路の区間全体を整備する必要性が低いため、

「廃止」が基本となる。ただし、「（４）影響要因の確認」により周辺への交通

影響を確認する。 
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（４）影響要因の確認 

 これまでの検討結果を踏まえ、「廃止」が基本となる場合には、路線廃止によ

る周辺への交通影響を確認し、「存続」が基本となる場合には、存続した際の事

業の支障要因を確認する。 
 
 周辺への交通影響の確認 

   「廃止」が基本となる路線・区間は、将来交通量推計により、路線廃止によ

る周辺への交通影響を確認する。 
影響がない（若しくは軽微である）場合には「廃止」とし、影響が認められ

る場合には「存続」が基本となる。ただし、「存続」が基本となった場合は事

業の支障要因を確認する。 
 

【「廃止」が基本となる路線・区間】 
 ○必要性の評価（地域）により“不要”とした区間 
 ○必要性の評価（地域）により“必要”であるが機能を代替できる道路がある

とした区間 
 
 事業の支障要因の確認 

   「存続」が基本となる路線・区間については、現時点で実現不可能で将来的

にも実現不可能であることが明確な課題を有するかどうかを確認する。 
事業の支障要因がなければ「存続」となる。 
また、実現不可能な課題を有する場合には「変更」とし、別途、個別検討を

行う。 
なお、現時点で実現が不可能とまではいえないものは「存続」とし、別途、

事業実施時など、適切な時期に検討する。 
 
     

（５）最終的な見直し評価結果の決定 

 これまでの検討結果を踏まえ、見直しの方向性（廃止・変更・存続）を整理し、

「存続」の必要性又は「廃止」・「変更」の理由をとりまとめる。 
なお、「廃止」・「変更」となる場合には、関係機関との協議を実施するものと

する。 
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４－２ 本ガイドラインの運用について 

（１）ガイドラインの利用について 

本ガイドラインは、社会情勢の変化やまちの将来像の変化を踏まえ、各都市計画道

路に求められる機能・役割を再整理し、それに照らして必要性を検証することにより、

当該都市計画道路の見直しの方向性（廃止・変更・存続）を定めるための基本的な考

え方や手順を示したものである。なお、判断基準や作業方法の詳細については「三重

県 都市計画道路の見直しガイドライン 評価基準マニュアル＜手順書＞」によるも

のとする。 

本ガイドラインに基づき、県と市町が協働し、順次都市計画道路の見直しを進める

ものとする。 

 

（２）関係機関との協議・調整について 

都市計画道路の見直しは、都市計画決定権者としての県・市町のほか、国道や県道、

市町道などの各道路管理者にも関係することになる。見直し結果として、廃止や変更

になる路線・区間については、その後の都市計画の変更手続きを円滑に進めるため、

並行して、これらの関係機関との協議・調整を図っておくことが重要となる。 

本ガイドラインでは、これらの関係機関との協議・調整を見直しの方向性（廃止・

変更・存続）を決定する前段階で位置づけており、これらの関係機関との協議・調整

を十分に図るものとする。 

 

（３）都市計画の変更手続きについて 

本ガイドラインによる都市計画道路の見直しでは、長期未整備の都市計画道路の廃

止・変更・存続の方向性が県・市町共同策定の行政（案）として決定されることにな

る。このため、都市計画の変更手続きに向けては、行政（案）の住民への周知や理解

を求める必要がある。 

本ガイドラインをもとに検討された行政（案）については、広報紙やホームページ

での情報提供、住民説明会等を通じた住民への周知や理解を図り、廃止や変更になる

路線・区間については都市計画の変更手続きを順次進めるものとする。 
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おわりに 

 

 

本ガイドラインは、県と市町が協働で都市計画道路の見直しに取り組

んでいくための基本的な考え方や手順を示したものである。 

本ガイドラインが、三重県の統一的なガイドラインとして、県内の各

市町における都市計画道路の見直しに有効に活用され、順次見直しが実

施されることを期待する。 

なお、本ガイドラインは、今後の社会情勢の予期せぬ変化など、時代

時代の要請に柔軟かつ的確に対応していくため、必要に応じて改定を行

うものとする。 


